
下妻地方広域事務組合公告第１号 

 

一般競争入札の公告 

 

 下妻地方広域事務組合ごみ処理施設「クリーンポート・きぬ」建物長寿命化改修工事

について条件を付した一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第

16 号）第 167 条の 6、下妻地方広域事務組合財務規則（平成 20年規則第 4 号）第 4 条

及び下妻市契約規則（平成 20 年規則第 9 号）第 3 条の規定に基づき、次のとおり公告

する。 

 

   令和６年４月３日 

                          下妻地方広域事務組合 

管理者 菊 池  博 

 

 

１ 工事概要 

 (1) 工 事 名  下妻地方広域事務組合ごみ処理施設「クリーンポート・きぬ」 

          建物長寿命化改修工事 

 (2) 工事場所  下妻市中居指１１００番地 

 (3) 工事概要  外壁改修工事 一式 

         塗装改修工事 一式 

         屋根改修工事 一式 

         植栽撤去工事 一式 

   建物概要   

建物名称 焼却施設 渡り廊下 粗大施設 管理棟 

構  造 SRC 造 S 造 SRC 造 RC 造 

回  数 地上４階、地下 1 階 地上２階 地上３階、地下１階 地上２階 

建築面積 3054.064 ㎡ 122.525 ㎡ 2491.742 ㎡ 631.652 ㎡ 

延べ面積 6393.656 ㎡ 122.525 ㎡ 4161.865 ㎡ 1100.141 ㎡ 

 

 (4) 工  期  契約日の翌日から令和８年３月１９日まで 

 (5) 予定価格  ３６７，４００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く） 

 (6) 最低制限価格 設定あり （事後公表） 

 (7) 発 注 者  下妻地方広域事務組合 

 

２ 入札参加形態 単体 



３ 競争参加資格 

 入札に参加しようとする者は、建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第３条の規定に

よる許可を受けた建設業者で、同法第２７条の２３の規定による経営事項審査を受け、

令和５・６年度下妻地方広域事務組合競争入札参加資格者名簿又は下妻市、八千代町、

常総市の競争入札参加資格者名簿に登録された者のうち、次の各号に該当するものとす

る。 

 (1) 下妻市、八千代町、常総市のうち旧石下町の区域「以下、構成市町という。」内 

   に本店を有し、最新の経営事項審査結果における、建築一式工事に係る総合評定 

   値（Ｐ）が７５０点以上であること。（仮契約締結日から 1年 7か月以内の審査 

   基準日のもの） 

 (2) 建設業法第３条第１項の規定に基づく建築一式工事の特定建設業の許可を受け 

   ており、最新の経営事項審査結果における建築一式工事の年間平均完成工事高が 

   ２億円以上であること。（仮契約締結日から 1年 7か月以内の審査基準日のもの） 

 (3) 会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされ 

   ている者又は民事再生法（平成 11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の 

   申立てがなされている者でないこと。（更生計画の認可決定後又は再生計画の認 

   可決定が確定した後に、管理者又は構成市町長が入札参加資格の再承認をした者

を除く。） 

 (4) 建設業法第１９条の２に規定する現場代理人及び同法第２６条に規定する国家 

   資格を有する監理技術者（引き続き 3か月以上の雇用関係があること）を選任で 

   配置できること。ただし、監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理 

   技術者講習修了証を有する者であること。 

 (5) 申請書及び資料の提出の日から開札の時までの期間に、国・茨城県・構成市町・

本組合から指名停止処分を受けていない者。 

 (6) 構成市町の法人住民税を完納していること。 

 (7) 以下に定める届出の義務を履行していない建設業者（当該届出の義務がない者 

   を除く。）でないこと。 

  ① 健康保険法（大正 11年法律第 70号）第４８条の規定による届出の義務 

  ② 厚生年金保険法（昭和 29年法律第 115号）第２７条の規定による届出の義務 

  ③ 雇用保険法（昭和 49年法律第 116号）第７条の規定による届出の義務 

 (8) 上記１(1)に示した工事に係る設計業務の受託者と資本面・人事面において関連

がある者でないこと。 

 (9) 上記の他の資格要件については、入札説明書のとおり。 

 

 

 



４ 入札手続等 

 (1) 担当部課等 

   下妻市中居指１１００番地 下妻地方広域事務組合事務局総務係 

   ℡０２９６－４５－０６１１ 

 (2) 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争参加確認資料（以

下「資料」という。）の交付期間及び場所 

  ・期間：令和６年４月３日（水）から令和６年４月１０日（水）まで 

      土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、午前９時から午後５時まで 

  ・場所：下妻市中居指１１００番地 下妻地方広域事務組合事務局総務係 

      ℡０２９６－４５－０６１１ 

    ※申請書及び資料の様式については、下妻地方広域事務組合ホームページ 

     （http://www.kouiki-shimotsuma.or.jp/）に掲載するのでダウンロード 

     して申請することができる。 

 

 (3) 申請書及び資料の提出期間、場所及び方法 

  ・申請する書類 

    様式第１号 競争参加資格確認申請書 

    様式第２号 競争参加資格確認通知書 

    様式第３号 主任（監理）技術者等の配置予定調書 

          経営事項審査結果通知書 

          法人住民税納税証明書 

・期間：令和６年４月３日（水）から令和６年４月１０日（水）まで 

      土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、午前９時から午後５時まで 

  ・場所：下妻市中居指１１００番地 下妻地方広域事務組合事務局総務係 

      ℡０２９６－４５－０６１１ 

  ・方法： ① 申請書及び資料の提出は、別紙様式第１～３号（サイズはＡ４とす

る。）及び法人住民税納税証明書を提出するものとする。 

       ② 最新の経営事項審査結果通知書（仮契約締結日から 1年 7か月以内 

               の審査基準日のもの）を添付すること。（サイズはＡ４とする。） 

       ③ 申請書及び資料の提出は、郵送または持参すること。 

 (4) 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書の提出方法 

  ・日 時：令和６年５月９日（木） 午後１時３０分から（時間厳守） 

  ・場 所：下妻市中居指１１００番地 「クリーンポート・きぬ」２階大会議室 

  ・その他：① 競争入札の執行に当たっては、あらかじめ交付した競争参加資格が 

        ある確認結果の通知書の写し及び確約書を持参すること。 

       ② 入札者は開札に立ち会うこととする。なお、代理人による入札の場 



        合は委任状を持参すること。 

５ その他 

 (1) 現場説明会 

    行わない 

 (2) 入札保証金及び契約保証金 

    入札保証金：免除 

    契約の保証：契約金額の１０分の１以上の金額を保証する次に掲げるいずれ 

かの保証等を付すること。 

① 契約保証金の納付 

② 銀行等又は保証事業会社の保証 

③ 公共工事履行保証証券による保証 

④ 履行保証保険契約の締結 

 (3) 入札の無効 

   次の各号の一に該当する入札は無効とする。 

① 入札を行う資格のない者及び談合した者の入札 

② 入札書に記載された入札者名又は入札価格が不明瞭で確認できない入札 

③ ２人以上の者の代理人となった者の入札 

④ ２通以上の入札をした者の入札 

⑤ 前各号のほか、入札条件に違反した入札 

 (4) 入札の執行の中断、延期、取り止め等 

    入札参加者が３者に満たない場合は、この入札の執行を取り止める。 

 (5) 落札者の決定方法 

    ① 落札者決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該価格の１００分 

の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札金額とするので、入札者

は消費税にかかる課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積っ

た契約希望額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

    ② 開札をした場合において、予定価格の制限の範囲内価格で、最低制限価格

以上の価格をもって入札をした者のうち、最低の価格の申込みをした者を落

札者とする。なお、落札者となるべき同価の入札をした者が２者以上ある場

合は、くじ引きで落札者を決定する。 

    ③ 入札執行回数は、１回を限度とする。 

    ④ 最低制限価格は事後公表とする。 

 (6) 配置予定監理技術者等の確認 

    落札決定後、ＣＯＲＩＮＳ等により配置予定の監理技術者等の専任制違反の事

実が確認された場合は契約を結ばないことがある。なお、種々の状況からやむを



得ないものとして承認された場合の外は、申請書の差し替えは認められない。 

 (7) 契約書作成の要否 要 

 (8) 契約の効力 

    本入札に係る契約は、地方自治法第９６条第１項第５号の規定により議会の議

決案件であるため、落札者と決定された者と仮契約を締結し、議会において可決

されたときに本契約が締結されたものとする。 

 (9) この工事は建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12年法律第 

   104号）に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施が 

   義務付けられた工事である。 

 (10) 発注者指定型週休２日制促進工事であるため、詳細については「茨城県土木部 

   が発注する完全週休２日制促進工事の実施要領」等により確認すること。 

 (11) 詳細は入札説明書による。 


